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肥料をめぐる現状

１

肥料原料の輸⼊状況 肥料原料の国際価格の動向

 農業⽣産に必要不可⽋な肥料は、その原料の多くを海外に依存していることから、国際市況や
原料産出国の輸出に係る動向の影響を強く受けやすい状況。
 海外からの輸⼊原料に依存した肥料から、国内資源を活⽤した肥料への転換を進め、国際情勢

に左右されにくい安定的な肥料の供給と持続可能な農業⽣産を実現する必要。

R２
肥料年度

R４
肥料年度

資料︓財務省「貿易統計」等を基に作成。 注︓全輸⼊量には、国産は含まれない。



今後の肥料対策の⽅向性

２

Ⅱ 政策の新たな展開⽅向

２ ⾷料の安定供給の確保
（２）⽣産資材の確保・安定供給

⾷料や⽣産資材について過度な輸⼊依存を低減していくため、農業⽣産に不可⽋な資材である肥料につ
いて、堆肥・下⽔汚泥資源、稲わら等の国内資源の利⽤拡⼤や、肥料の使⽤の低減に資する環境負荷低減
の取組を推進するなどの構造転換を進めていく。
現⾏の基本法では、⽣産資材については、⽣産・流通の合理化を促進する旨が規定されるにとどまるが、

⽣産性・品質・環境等も考慮して安定的な確保・供給も促進することとし、輸⼊への依存度が⾼い⽣産資
材について、未利⽤資源の活⽤等、国内で⽣産できる代替物へ転換することを位置付ける。
その際、肥料については、価格・供給の安定を図るため、

① 平時においては、化学肥料から堆肥や下⽔汚泥資源等の代替資源への転換、堆肥の広域流通を促進する
とともに、調達先国との資源外交の展開、肥料原料の備蓄体制の強化を進める。

② 価格急騰時においては、価格転嫁が間に合わない⾼騰分の補填対策を明確化して対応していく。
（略）

国際的な⾷料⽣産の不安定化、我が国の農業従事者の減少、農業をめぐる国際的な議論の変化を踏まえ、
平時からすべての国⺠の⾷料安全保障を確保するため、⾷料・農業・農村基本法を⾒直し。
この⾒直しの⽅向性について、「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」で取りまとめ。

⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向（抄）（令和5年6⽉2⽇ ⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部）



１．下⽔汚泥資源・堆肥等の利⽤拡⼤によるグリーン化の推進と肥料の国産化・安定供給

⾷料品等の物価⾼騰対応のための緊急パッケージ（令和４年11⽉８⽇⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部決定）

○ 堆肥や下⽔汚泥資源等の肥料利⽤拡⼤を図るため、畜産農家、肥料メーカー、耕種農家等の連携や施設整備等への新たな⽀援策の創設。
・ 下⽔汚泥資源の肥料利⽤の推進 【国⼟交通省】30億円
(下⽔汚泥資源の流通経路の確保等に向けたマッチングや施設整備、PR等を⽀援)

・ペレット堆肥流通・下⽔汚泥資源等の肥料利⽤促進技術の開発・実証【農林⽔産省】10億円
(ペレット化した堆肥の広域流通や下⽔汚泥資源を原料とする肥料の製造効率化の実証等を⽀援)

・ 国内肥料資源利⽤拡⼤対策 【農林⽔産省】100億円
(畜産農家、肥料メーカー、耕種農家等の連携による国内資源の利⽤拡⼤に向けた取組を⽀援)

⾷料安全保障強化政策⼤綱（令和４年12⽉27⽇⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部決定）（抄）
Ⅲ ⾷料安全保障の強化のための重点対策
１ ⾷料安全保障構造転換対策（過度な輸⼊依存からの脱却に向けた構造的な課題への対応）
（１）⽣産資材の国内代替転換等

⽣産資材について、例えば化学肥料原料は、⼤半を輸⼊に依存しており、その安定供給に向けて肥料原料の備蓄等の重要性が増
している。⼀⽅、国内には、堆肥、下⽔汚泥資源等の国内資源が存在しており、これらの⽣産資材の代替転換や化学肥料の使⽤低
減は、環境への負荷低減にも資するなど、将来にわたって持続可能な⽣産への転換を実現するものとなる。
（略）
以上を踏まえ、肥料については、堆肥や下⽔汚泥資源等の肥料利⽤拡⼤への⽀援（畜産農家・下⽔道管理者、肥料メーカー、耕

種農家などの連携や施設整備等への⽀援など）、⼟壌診断・堆肥の活⽤等による化学肥料の使⽤低減、肥料原料の備蓄に取り組む。
（略）
（⽬標）
・2030 年までに化学肥料の使⽤量の低減 ▲20％
・2030 年までに、堆肥・下⽔汚泥資源の使⽤量を倍増し、

肥料の使⽤量（リンベース）に占める国内資源の利⽤割合を 40％まで拡⼤（2021 年︓25％）
（略） ３



⽀援策の概要

ＪＡ、農業法⼈、集落営農、農業者の組織する団体 等

４



５

国内資源供給者

肥料メーカー
肥料販売事業者

関係者間の⾃主的な
マッチング活動

をサポート

肥料利⽤者
情報登録

情報発信

 国内資源を活⽤した肥料の転換を進める取組を推進するためには、肥料原料の供給者、肥料
の製造事業者、肥料の利⽤者の間での連携が不可⽋。

 このため、これら関係事業者の連携づくりの契機となるよう、関係事業者のニーズ等に関す
る情報を⼀元的に収集し、互いに閲覧できるマッチングサイトを開設。（令和４年12⽉〜）

関係事業者間の連携づくり



【基調講演・先⾏事例の話題提供】

国内肥料資源の利⽤拡⼤に向けたマッチングフォーラムin東京

６

【交流会の実施】
秋⽥県⽴⼤学⾦⽥名誉教授による基調講演のほか、以下、５

団体から先進事例の紹介を⾏った。
（JA菊池（畜産関係）、⼭形県鶴岡市（汚泥関係）、北海道⿅追町（バイオマス関係）、

朝⽇アグリア株式会社（肥料メーカー）、株式会社不⼆産業（⾷品リサイクル）

肥料サンプルや商品紹介パネル等を展⽰できる個別ブースを
47団体が設置し、希望する原料供給者・肥料製造業者・肥料利
⽤者等関係者の交流の場を提供。

 令和５年６⽉26⽇（⽉）に東京都⼤⽥区産業プラザPiO⼩展⽰ホールにおいて、「国内肥料資源の
利⽤拡⼤に向けたマッチングフォーラムin東京」を開催。

 当⽇の来場者や展⽰ブース出展者や相談窓⼝等500名以上の関係者が⼀堂に会し、基調講演・先⾏
事例の話題提供や交流会を実施。



国内肥料資源の利⽤拡⼤に向けたマッチングフォーラムin九州

７

 令和５年９⽉20⽇（⽕）に「グランメッセ熊本」
（熊本県上益城郡）において、「国内肥料資源の利⽤拡
⼤に向けたマッチングフォーラムin九州」を開催予定。

 農研機構九州沖縄農業研究センターの荒川⽒による基
調講演や、先進事例先としてJA菊池、佐賀市上下⽔道
局、南国興産株式会社、JA⿅児島県経済連から取組事
例の紹介を⾏う予定。

 また、下⽔道事業者（⾃治体）や下⽔汚泥肥料関係企
業等による展⽰ブース、相談窓⼝等を設置し、交流会を
実施。

 来場される⽅は、次のサイトから事前登録願います。
（開催当⽇、会場での登録も可能）

https://www.kokunai-hiryo.com/
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肥料に貼付する場合：対象とする肥料①〜⑪

国内肥料資源推進ロゴマーク
 国内肥料資源の利⽤拡⼤に関する取組をさらに促進するため、全国推進協議会の

会員企業が利⽤できるロゴマークを新たに作成。
 ロゴマークは会員企業が掲載する関連ウェブサイトや広報活動資料、⽣産・販売

する国内資源由来肥料に貼付して利⽤することが可能。

【ロゴマークの利⽤に当たって】

①国内肥料資源の利⽤拡⼤に向けた全国
推進協議会の会員（無料）であること

②国内肥料資源推進ロゴマークの利⽤
申請を⾏い、許諾をえること

③肥料包装へロゴを貼付したり、肥料
のチラシにロゴを掲載する場合にあっ
ては、対象となる肥料で、必ず国内資
源が含まれる肥料であること

８

広報活動への利⽤
（パンフレットやHP等への掲載）

肥料包装（肥料袋）への貼付

① 特殊肥料

② 汚泥肥料

③ ⾷品残さ加⼯肥料

④ 有機質肥料

⑤ 回収リン

＋ 化学肥料

⑥ 混合堆肥複合肥料

⑦ 混合汚泥複合肥料

⑧ 指定配合肥料

⑨ 指定化成肥料

➉ 特殊肥料等⼊り指定混合肥料

⑪ ⼟壌改良資材⼊り指定混合肥料
全国推進協議会へ
の⼊会案内HP

ロゴマーク利⽤の
申請案内HP


